
 

 

   平成１３年８月期平成１３年８月期平成１３年８月期平成１３年８月期            中間決算短信中間決算短信中間決算短信中間決算短信        平成13年4月27日 
   
      上場会社名 株式会社 有線ブロードネットワークス                上場取引所(所属部) 大阪証券取引所 
                                         （ﾅｽﾀﾞｯｸ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ） 
      コード番号    ４８４２                   本社所在地 東京都千代田区永田町2-11-1 
                                            山王パークタワー 13階 
      問合せ先         責任者役職名     取締役副社長                             
                 氏     名      加 茂  正 治       ＴＥＬ(03) 3509 - 7112 
     
   中間決算取締役会開催日 平成13年4月27日       中間配当制度の有無    有 
   中間配当実施の有無   無              中間配当支払開始日            平成－年－月－日     
                                 

1. 13年2月中間期の業績（平成12年9月1日～平成13年2月28日） 
     
    (1) 経営成績                                                             （百万円未満切捨） 

対前年中間期 対前年中間期 対前年中間期    
 売上高 

増  減  率 
営業利益 

増  減  率 
経常利益 

増  減  率 
 

           百万円        ％         百万円       ％      百万円    ％  
 13年2月中間期    48,871    (   － )     1,734   (    － )     1,198      (    － )  
 12年2月中間期        －    (   － )        －    (   － )        －    (   － )  
 12年8月期    94,984         4,705        3,367        
 

 対前年中間期 １株当たり     
中間(当期)純利益 

 増  減  率 中間（当期）純利益  
 

              百万円        ％ 円  銭   
 13年2月中間期        3,028   (   － )        3,090 . 56   
 12年2月中間期           －   (   － )      －   
 12年8月期    △ 17,842      △ 20,843 . 05   
   (注)１ 期中平均株式数 13年2月中間期 979,888株  12年2月中間期 ―株 12年8月期  856,044株 
        ２ 会計処理の方法の変更     有 
        ３ 中間財務諸表は平成13年2月中間期より作成しております。従って、平成12年2月中間期及び 
       対前年中間期増減率につきましては、該当事項が無いため記載しておりません。 
 
      (2) 配当状況                                                 
    １株当たり   １株当たり  
    中間配当金   年間配当金  
       円 銭    円 銭  
 13年2月中間期       0 .00     －  
 12年2月中間期       0 .00     －  
 12年8月期     －      0 .00  
 
    (3) 財政状態 
      総 資 産     株 主 資 本    株主資本比率 １株当たり株主資本  

              百万円              百万円             ％          円  銭  
 13年2月中間期      140,620         5,361           3.8     5,471 . 20  
 12年2月中間期      －       －       －     －  
 12年8月期      138,985         2,332           1.7     2,380 . 63  
    (注)期末発行済株式数 13年2月中間期 979,888株   12年2月中間期 ―株  12年8月期 979,888株 
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中 間 財 務 諸 表 等 

中 間 貸 借 対 照 表 
   (単位：百万円) 

当中間会計期間末 
（平成13年2月28日現在） 

前 事 業 年 度 
要 約 貸 借 対 照 表 
（平成12年8月31日現在） 

          期  別     
 
 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

( 資 産 の 部 )  
％ 
  

％ 
 

Ⅰ 流 動 資 産      

 1. 現 金 及 び 預 金  １８，００５  ２３，６７４  

 2. 受 取 手 形  ３６９  ４６８  

 3. 売 掛 金  ３，５９５  ２，８０５  

 4. た な 卸 資 産  ２，９９０  ３，４９３  

 5. 繰 延 税 金 資 産  ８５６  ７７７  

 6. そ の 他  ３，３８７  ５，２６５  

 7. 貸 倒 引 当 金  △ １０１  △   ７１  

流 動 資 産 合 計 ２９，１０４ 20.7 ３６，４１５ 26.2 

Ⅱ 固 定 資 産      

 1. 有 形 固 定 資 産      

  (1) 建 物  ２０，５０９  ２１，７７３  

  (2) 構 築 物  ２０，１７２  ２０，７７３  

  (3) 土 地  ３８，６９７  ３９，３０８  

  (4) そ の 他  ３，６１２  ３，７７５  

有形固定資産合計 ８２，９９１ 59.0 ８５，６３０ 61.6 

 2. 無 形 固 定 資 産  ２，９８８ 2.1 ３，０８４ 2.2 

 3. 投 資その他の資産      

  (1) 投 資 有 価 証 券  ２，５６８  １，１４３  

  (2) 関 係 会 社 株 式  １０，３２１  １，０４９  

  (3) 繰 延 税 金 資 産  ５，９５４  ４，８１０  

  (4) そ の 他  ７，１０７  ７，２４０  

  (5) 投 資 評 価 引 当 金  △ ３７５  △ １８３  

  (6) 貸 倒 引 当 金  △   ４５  △ ２１１  

投資その他の資産合計 ２５，５３０ 18.2 １３，８４８ 10.0 

固 定 資 産 合 計 １１１，５１１ 79.3 １０２，５６３ 73.8 

Ⅲ 繰 延 資 産  ４ 0.0 ６ 0.0 

資 産 合 計 １４０，６２０ 100.0 １３８，９８５ 100.0 
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     (単位：百万円) 

当中間会計期間末 
（平成13年2月28日現在） 

前 事 業 年 度 
要 約 貸 借 対 照 表 
（平成12年8月31日現在） 

          期  別     
 
 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

( 負 債 の 部 )  
％ 
  

％ 
 

Ⅰ 流 動 負 債  
     

 1. 支 払 手 形  ３，３１７  ２，１２４  

 2. 買 掛 金  ５１４  ６９７  

 3. 短 期 借 入 金  ８，５１６  ７，１７７  

  4. １年以内返済予定長期借入金  ２０，５１８  １８，０１９  

 5. 前 受 金  １０，０６８  １２，０３０  

 6. 賞 与 引 当 金  １，４０３  １，５６９  

 7. そ の 他  ９，４０１  １０，６４３  

流 動 負 債 合 計 ５３，７３８ 38.2 ５２，２６２ 37.6 

Ⅱ 固 定 負 債  
     

 1. 社 債  ２，３００  ２，６００  

 2. 長 期 借 入 金  ５５，２６２  ５７，３５５  

 3. 長 期 未 払 金  １９，９４５  ２０，９２７  

 4. 退 職 給 与 引 当 金            －  ３，４３４  

 5. 退 職 給 付 引 当 金            ３，９０５  －  

 6. 役員退職慰労引当金            ４２  －  

 7. そ の 他  ６５  ７２  

固 定 負 債 合 計 ８１，５２０ 58.0 ８４，３９０ 60.7 

負 債 合 計 １３５，２５９ 96.2 １３６，６５３ 98.3 

( 資 本 の 部 )   
   

Ⅰ 資 本 金  ５，０９３ 3.6 ５，０９３ 3.7 

Ⅱ 資 本 準 備 金  ― ― ４，３３５ 3.1 

Ⅲ 利 益 準 備 金  ― ― １０５ 0.1 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金      

 1. 任 意 積 立 金  ―  ２，６６０  

2. 中間未処分利益又は、 
当期未処理損失(△)  ２６７  △ ９，８６１  

   その他の剰余金合計  ２６７ 0.2 △ ７，２０１ △5.2 

   資 本 合 計  
 ５，３６１ 3.8 ２，３３２ 1.7 

   負 債及び資本合計  １４０，６２０ 100.0 １３８，９８５ 100.0 
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中 間 損 益 計 算 書 
    (単位：百万円) 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前 事 業 年 度 
要 約 損 益 計 算 書 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

          期  別     
 
 

  科  目 

金  額 百分比 金  額 百分比 

Ⅰ 売 上 高  ４８，８７１ 
％ 

100.0 ９４，９８４ 
％ 

100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  １５，１８０ 31.1 ２６，８２６ 28.2 

   売 上 総 利 益  ３３，６９０ 68.9 ６８，１５７ 71.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３１，９５６ 65.4 ６３，４５２ 66.8 

   営 業 利 益  １，７３４ 3.5 ４，７０５ 5.0 

Ⅳ 営 業 外 収 益  ５２２ 1.1 １，３４９ 1.4 

Ⅴ 営 業 外 費 用  １，０５８ 2.1 ２，６８７ 2.8 

   経 常 利 益  １，１９８ 2.5 ３，３６７ 3.6 

Ⅵ 特 別 利 益  ５，１２６ 10.5 ― ― 

Ⅶ 特 別 損 失  ４，３９１ 9.0 ２６，１４９ 27.5 

   税引前中間純利益又は、 
   税引前当期純損失(△)  １，９３３ 4.0 △ ２２，７８１ △23.9 

   法人税、住民税及び事業税  １２７ 0.3 ２８８ 0.3 

   法 人 税 等 調 整 額  △    １，２２２ △2.5 △    ５，２２７ △5.5 

   中 間 純 利 益 又 は、 
   当 期 純 損 失 (△ )  ３，０２８ 6.2 △ １７，８４２ △18.7 

   前 期繰越利益又は、 
   前 期繰越損失 (△ )  △    ２，７６１  ７，６２１  

   過年度税効果調整額  ―  ３６０  

   中間未処分利益又は、 
   当期未処理損失(△)  ２６７  △    ９，８６１  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

当中間会計期間 
自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前事業年度 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

1. 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) たな卸資産 
  ①商 品 
    移動平均法による原価法 
  ②貯蔵品 
    最終仕入原価法 
 
  (2) 有価証券 
  ①満期保有目的債券 
    原価法 
     ②その他の有価証券 
   時価のあるもの 
    移動平均法による原価法 
   時価のないもの 
    移動平均法による原価法 
  ③デリバティブ取引 
   時価法 
 
（追加情報） 
  当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金 
 融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業 
 会計審議会 平成11年1月22日））を適用しておりま 
 す。 
  ただし、その他有価証券のうち時価のあるものにつ 
 いては、平成12年大蔵省令第11号附則第3項により、 
 時価評価を行っておりません。 
  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較し 
 て経常利益及び税引前中間純利益それぞれ40百万円多 
 く計上されております。 
  また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検 
 討し、売買目的有価証券及び１年以内に満期の到来す 
 る有価証券は流動資産の「その他」として、それら以 
 外のものは投資その他の資産の「投資有価証券」とし 
 て表示しております。その結果、流動資産の「その 
 他」は1,272百万円減少し、投資その他の資産の「投 
 資有価証券」は1,272百万円増加いたしております。 
  なお、平成12年大蔵省令第10号附則第3項によるそ 
 の他有価証券に係る中間貸借対照表計上額等は、次の 
 とおりであります。 
  中間貸借対照表計上額   １，４２５百万円 
  時 価          ２，８４４ 
  評価差額金相当額     １，４１９ 
  繰延税金資産相当額      ５９６ 
 

1. 資産の評価基準及び評価方法 
(1) たな卸資産 

          同    左 
 
(会計方針の変更) 
  従来、商品の評価基準及び評価方法は、最終仕入
原価法による原価法によっておりましたが、当期よ
り、移動平均法による原価法に変更いたしました。 
  この変更は、当期において新たに会計システムを
構築したことに伴い、より適切な期間損益計算を行
うことを目的に変更いたしました。 

  この変更による影響額は軽微であります。 
(2) 有価証券 
 ①取引所の相場のある有価証券 
    移動平均法による低価法（洗替え方式） 
(会計方針の変更) 
  従来、取引所の相場のある有価証券の評価基準及
び評価方法は、総平均法による原価法によっており
ましたが、当期より、移動平均法による低価法(洗替
え方式)に変更いたしました。 

  この変更は、証券市場における株価の低迷が長期に 
 わたり、その回復が早期には望めないこと、また、今 
 後ブロードバンド事業を展開するにあたり、多額の設 
 備投資が必要になるため、財務体質の強化が急務に 
 なっていることから、その健全化を図ることを目的に 
 変更いたしました。 
  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較
して、経常利益が651百万円減少し、税引前当期純損
失が同額増加しております。 
 
 ②その他の有価証券 
  移動平均法に基づく原価法 
(会計方針の変更) 
  従来、その他の有価証券の評価基準及び評価方法
は、総平均法による原価法によっておりましたが、
当期より、移動平均法による原価法に変更いたしま
した。 
  この変更は、取引所の相場のある有価証券と評価
方法を統一する目的で変更いたしました。 

  この変更に伴う財務諸表に与える影響は、ありませ 
 ん。 
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当中間会計期間 

自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前事業年度 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

2. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
  定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し
た建物(建物附属設備を除く)については定額法）を
採用しております。 

 
 

2. 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
  法人税法の規定に基づく定率法を採用しておりま
す。 

   但し、平成10年度の法人税法の改正に伴い、平成 
  10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を 
  除く）については、定額法を採用しております。 
 
 (会計方針の変更) 
  従来、ケーブル架設に係わる工事原価のうち、間
接経費を期間費用として処理しておりましたが、当
期より適切な原価計算に基づき、ケーブル架線の取
得原価に算入することと致しました。 
  この変更は、当期において、技術部門の工数把握
が、適切な原価計算を実施することが可能なレベル
に向上したことにより変更したものであります。 

   この変更により、従来と同一の基準によった場合 
  に比べ、売上原価は12百万円増加し、販売費及び一 
  般管理費は、111百万円減少いたしました。また、  
  営業利益、経常利益は111百万円増加し、税引前当 
  期純損失は同額減少しております。 
 

  (追加情報) 
  従来、電柱間のケーブル架線のうち、７Cケーブル
については、支出時費用処理しておりましたが、当
期より、ケーブル架線として、構築物に計上するこ
とと致しました。 
  この変更は、当期において通信、放送業界の再編
成が本格化し、ラストワンマイルと呼ばれる、エン
ドユーザーへの引込線の価値が見直されてきてい
る、現在の経済情勢にあわせおこなったものであり
ます。 
  この変更により、従来と同一の基準によった場合
に比べ、売上原価は441百万円減少し、営業利益、経
常利益が同額増加し、税引前当期純損失は同額減少
しております。 
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当中間会計期間 

自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前事業年度 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

 (2) 無形固定資産 
  定額法を採用しております。 
  なお、営業権については商法の規定に基づく最長 
 期間（５年）による定額法、自社利用のソフトウェ 
 アについては、社内における利用可能期間（５年） 
 に基づく定額法を採用しております。 
 
 
 
 

(2) 無形固定資産 
①営業権 
営業権につきましては、商法の規定に基づく最長 

  期間（5年）で定額法を採用しております。 
 
②ソフトウェア 
自社利用のソフトウェアについては、社内におけ 

  る利用可能期間（5年）に基づく定額法、それ以外 
  の無形固定資産については法人税法の規定に基づく 
  定額法を採用しております。 

 
 

 (追加情報) 
  前期まで投資その他の資産の「長期前払費用」
に計上していた自社利用のソフトウェアについて
は、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に
関する実務指針」(日本公認会計士協会会計制度委
員会報告書第12号 平成11年3月31日)における経
過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続
して採用しております。ただし同報告書により上
記に係るソフトウェアの表示については、投資そ
の他の資産の「長期前払費用」から無形固定資産
の「ソフトウェア」に科目名を変更し、減価償却
の方法については、社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法によっております。なお、当期
に発生した自社利用のソフトウェアについては、
「研究開発費等に係る会計基準」(企業会計審議会
平成10年３月13日)に基づき、無形固定資産に「ソ
フトウェア」として計上し、上記の方法により償
却を行っております。 

 (3) 長期前払費用 
  定額法を採用しております。 
 

(3) 長期前払費用  
          同    左 

3. 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
  一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念 
 債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案 
 し､回収不能見込み額を計上しております｡ 
 

3. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損失に備えるため、実績繰入 
 率（法人税法に規定する実績繰入率）のほか、個別 
 債権の回収可能性を考慮して計上しております。   

 (2) 賞与引当金 
  従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基 
 づき計上しております。 

(2) 賞与引当金 
          同    左 
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当中間会計期間 

自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前事業年度 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

 (3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお 
 ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当 
 中間会計期間末において発生していると認められる額 
 を計上しております。 
  なお、会計基準変更時差異（8,627百万円）につい 
 ては、15年による按分額を費用処理しております。 

(3) 退職給与引当金 
   従業員の退職給与に充てるため、自己都合による退 
 職金期末要支給額から企業年金により支給される額を 
  控除した金額の40/100相当額を計上しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金支出に備えて、役員退職慰労金 
 規定に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
  なお、当引当金は当中間期より計上をしており、 
 期首における過年度分要支給額228百万円は5年による 
 按分額を費用処理しております。 
（会計処理の方法の変更） 
   役員退職慰労金は、従来支出時の費用として計上 
  しておりましたが、当期から内規に基づく要支給額 
  を「役員退職慰労引当金」として計上する方法に変 
  更いたしました。 
   なお、過年度対応額は5年間で均等繰入すること 
  といたしました。           
   この変更は、役員の在任期間の長期化により役員 
  退職慰労金の支給額増加が予想されること及び役員 
  退職慰労引当金の計上が会計慣行として定着化しつ 
  つあることを踏まえ、当期に行われた内規の改定を 
  機に、期間損益の適正化と財務内容の健全化を図る 
  ために行ったものであります。 
   この変更により、当期発生額19百万円は販売費 
  及び一般管理費に計上し、過年度対応額のうち当 
  期負担額22百万円は特別損失に計上しております。 
   この結果、従来の方法によった場合と比較して、 
  営業利益、経常利益及はそれぞれ19百万円減少し、 
  税引前中間純利益は42百万円減少しております。 

(4)  
 

 (5) 投資評価引当金 
  関係会社等への投資に対する損失に備えるため、相 
 手先の財政状態を勘案した損失見込額を計上しており 
 ます。 
 

(5)  投資評価引当金 
          同    左 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場 
 により円換算し、換算差額は損益として処理しており 
 ます。 

4. 

5. リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 

5. リース取引の処理方法 
          同     左 
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当中間会計期間 

自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前事業年度 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

6.ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 
  ヘッジ会計の用件を満たす金利スワップについては 
 特例処理を採用しています。 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ①ヘッジ手段  
 金利スワップ 
 ②ヘッジ対象 
  借入金  
(3) ヘッジ方針 

変動金利による調整コストに及ぼす影響を回避す 
 るためヘッジを行っております。 
 

6. 
 
 
 

７. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要
な事項 

（1）消費税等の会計処理 
   税抜方式によっております。 
  

（2）    
 
 
 
 
 
 
 (3) 匿名組合への出資と会計処理 
  当社は、以下の航空機の購入及びレバレッジドリー 
 スを目的とした匿名組合と出資契約を締結しておりま 
 す。 
 ①契約締結日：平成２年２月 
         (期間13年) 
   出資額  ：1,000百万円 
 ②契約締結日：平成５年１月 
         (期間11年) 
   出資額  ：50百万円 
  出資額は、出資金として認識するとともに、その後 
 の同組合の財政状態の変動による資産の当社持分相当 
 額は、匿名組合債権または長期未払金として処理して 
 おります。また、同組合の当期に属する損益の当社持 
 分相当額を匿名組合投資損益として処理しており                         
  ます。 

７. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
（1）消費税等の会計処理 
          同    左 
  

（2）厚生年金基金制度（加算型） 
  当社は昭和61年より退職給与要支給額の20％相当 
 分について厚生年金基金制度(加算型)を採用しており 
 ます。平成12年３月31日現在における年金資産合計 
 額は12,531百万円(厚生年金保険法第85条の２に規定 
 する責任準備金5,494百万円)であり、同日現在の過去 
 勤務費用の未償却残高はありません。 
(3) 匿名組合への出資と会計処理 
          同    左 
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会計処理の変更 
 

当中間会計期間 
自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前事業年度 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 電柱使用料、道路占有料等の施設使用料、楽曲使用に
係る著作権使用料、放送用ケーブル(構築物)及び、放送
機材(機械装置)に係る減価償却費は従来販売費及び一般
管理費として処理しておりましたが、当期より売上原価
として処理することに変更いたしました。 
 この変更は、当期において、有線放送事業からブロー
ドバンド事業を展開するにあたり、事業部門損益及び費
用収益の対応関係について、見直しを行ったことによる
ものです。 
 この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合に比
べ、売上原価は15,577百万円増加し、販売費及び一般管
理費は同額減少いたしました。この結果、売上総利益は
15,577百万円減少しましたが、営業利益、経常利益及び
税引前当期純損失に与える影響はありません。 
 

 
 
追加情報 

 
当中間会計期間 

自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前事業年度 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

 
 
 
 
 
 
 

(税効果会計) 
 財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計を
適用して財務諸表を作成しております。これに伴い、従
来の税効果会計を適用しない場合と比較し、繰延税金資
産5,588百万円(流動資産777百万円、固定資産4,810百万
円)が新たに計上されるとともに、当期純損失は5,227百
万円、当期未処理損失は5,588百万円少なく計上されてお
ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（電柱添架に関わる約定書締結に伴う施設負担費用等の 
金額確定） 
 当事業年度末時点においては、電柱所有者2社との間で
約定が正式に交わされていなかったため、合理的に見積
もられる金額を特別損失の「施設負担費用等」として 
6,634百万円計上しておりましたが、正式に電柱添架に関
わる約定書が締結され（平成12年12月28日及び平成13年1
月18日）、「施設負担費用等」は8,251百万円で確定しまし
た。このことから、当該差額の1,616百万円は翌事業年度
に計上する予定です。 

(退職給付会計) 
 当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（｢退職
給付に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計
審議会 平成10年６月16日)）を適用しております。こ
れに伴い、従来の方法によった場合と比較して、退職給
付費用が278百万円増加し、営業利益、経常利益及び税
引前中間純利益は同額減少しております。 
 また、退職給与引当金は退職給付引当金に含めて表示
しております。 
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当中間会計期間 

自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前事業年度 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

(外貨建取引等会計基準) 
 当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理
基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見
書」(企業会計審議会 平成11年10月22日)）を適用して
おります。 
 この変更による損益に与える影響は軽微であります。 
 

 

 
(臨時員給与の発生主義計上) 
 人件費のうち、臨時員(アルバイト等)に支給するもの
については、従来現金主義により処理しておりました
が、従業員総数に占める臨時員の割合が増加傾向にある
ことを考慮し、期間損益をより適正に表示するため当期
より発生主義にて計上することに変更いたしました。 
 この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業
利益及び経常利益は2百万円増加し、税引前当期純利益
は196百万円減少しております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

当中間会計期間末 
（平成13年2月28日現在） 

前事業年度末 
（平成12年8月31日現在） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 
           ６３，５７７百万円 

 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 
           ６２，０３６百万円 

 
２．担保資産  ２．担保資産  
  預 金         ３，００５百万円    預 金         １，００３百万円  
  有 価 証 券           ３００    有 価 証 券            ８７  
  投資有価証券     ６３９    投資有価証券     ３００  
  建 物        １１，１３３    建 物        １１，７０９  
  土 地        ３６，３８８    土 地        ３８，１３７  

   合  計   ５１，４６７     合  計   ５１，２３８  
  
 （上記に対する債務）  （上記に対する債務） 
  短期借入金         ８，２８２百万円    短期借入金         ７，０７７百万円  
  1年以内返済予定    1年以内返済予定  
  長 期 借 入 金        

 １８，９９２ 
   長 期 借 入 金        

 １７，０３７  
 

  長期借入金        ５２，９９２    長期借入金        ５５，６７５  
  社 債         ２，３００    社 債         ２，６００  
   合  計   ８２，５６７     合  計   ８２，３８９  
 
３．保証債務 
  下記関係会社の仕入先からの債務及び及びリース取 
 引等に対し、債務保証を行っております。 

 
３．保証債務 
  下記関係会社の仕入先からの債務及び及びリース取 
 引等に対し、債務保証を行っております。 

 フ ォ ア フ ロ ン ト ( 株 )   １８百万円   フォアフロント (株 )    ２５百万円  
 (株)ネットステーション    ５   (株)ネットステーション     ９  
 (株)ギフティギフティ   ２１   (株)ギフティギフティ    ２６  
  (株) ﾕｰｽﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ  ２２７       合   計    ６１  
     合   計  ２７２   
４．重要な外貨建資産 
  投資有価証券  １百万US$（108百万円） 
 

４．重要な外貨建資産 
  投資有価証券  １百万US$（108百万円） 
 

５．消費税等の取扱い 
  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金 
 額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に含 
 めて表示しております。 

５． 
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(中間損益計算書関係) 
 

当中間会計期間 
自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前事業年度 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

１. 営業外収益の主要項目 
受 取 利 息               ２１百万円 
受 取 配 当 金                ７ 
受 取 家 賃              １１２ 

  架線移設保証金収入     １６３ 
 

１. 営業外収益の主要項目 
受 取 利 息               ２７百万円 
受 取 配 当 金               １５ 

  架線移設保証金収入     ３６２ 

２. 営業外費用の主要項目 
支 払 利 息              ９７４百万円 

 
 

２. 営業外費用の主要項目 
支 払 利 息             １,８２５百万円 
有 価 証 券 評 価 損              ６５１ 

 
３. 特別利益の主要項目 
営 業 権 売 却 益            ５，０００百万円 
固 定 資 産 売 却 益              １２６ 

  ( 建    物 ) 
 

３． 

４. 特別損失の主要項目 
固 定 資 産 除 却 損         ※1    ６１４百万円 
固 定 資 産 売 却 損         ※2    ８５０ 
施 設 負 担 費 用 等            １，６２４ 
放送事業原価修正損     ３１５ 
過年度臨時員給与              １９８ 
投 資 評 価 損 等              ５８８ 
たな卸資産評価損               ９７ 
著作権使用和解金               ７９ 
過年度分役員退職          

  慰 労 引 当 金 繰 入          
     ２２ 

 
※1 固定資産除却損の内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

    建 物              ３百万円 
   構 築 物            １２１ 
    機 械 及 び 装 置             ２３ 
    車 両 運 搬 具              ２ 
   工具器具及び備品     １９ 
    建 設 仮 勘 定             １８ 
    ソ フ ト ウ ェ ア            ２７２ 
    長 期 前 払 費 用            １２６ 
   差 入 保 証 金             ２６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

    合  計        ６１４ 
 
※2 固定資産売却損の内訳 

建 物            ４５３百万円 
車 両 運 搬 具              ０ 
工具器具及び備品      ７ 
土 地            ３９０ 

 
 
 
 
       合  計       ８５０ 

 
 
 
 
 

４．特別損失の主要項目 
固 定 資 産 除 却 損         ※1    ７１３百万円 
固 定 資 産 売 却 損         ※2    ２３５ 
施 設 負 担 費 用 等           ２３，９０２ 

 
  ※1 固定資産除却損の内訳 
      建 物           １１百万円 
      構 築 物          １３５ 
      機 械 及 び 装 置          ４６７ 
      車 両 運 搬 具           １１ 
      工具器具及び備品   ５４ 
      建 設 仮 勘 定           ３３ 
       合   計    ７１３ 
 
 
  ※2 固定資産売却損の内訳     
      建 物           ２５百万円 
      構 築 物           ９４ 
      機 械 及 び 装 置           ２２ 
      車 両 運 搬 具           ４３ 
      建 設 仮 勘 定           ４８ 
       合   計    ２３５ 

５．減価償却実施額 
有 形 固 定 資 産            ３，４２１百万円 

  無 形 固 定 資 産               ９７ 

５. 減価償却実施額 
有 形 固 定 資 産            ７，２８９百万円 

  無 形 固 定 資 産              １８２ 
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(リース取引関係) 
 

当中間会計期間 
自 平成12年9月 1日 
至 平成13年2月28日 

前事業年度 
自 平成11年9月 1日 
至 平成12年8月31日 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 
 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び中間期末残高相当額 

 
                   (単位:百万
円) 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額 

 
                  (単位:百万
円) 

  取得価額 
相 当 額 

減価償却累
計額相当額 

中 間 期 末 
残高相当額 

   取 得 価 額 
相 当 額 

減価償却累
計額相当額 

期 末 残 高 
相 当 額 

   
 
機械及び装置    ６８    ５４    １３ 

  
建 物     ９     ５     ３ 

   

 
車 両運搬具    ９１    ２４    ６７ 

  
機械及び装置    ６８    ４７    ２０ 

 工具器具及び   
 備 品 

 １,０２１   ４５５    ５６６ 
  
車 両運搬具    ５３    １８    ３５ 

   
 
ソフトウェア   ６４２   １９８   ４４４ 

  
工具器具及び 
備 品 

  ９１４   ４１６   ４９７ 

   
 
 合  計  １,８２４   ７３３  １,０９１ 

  
ソフトウェア   ６２２   ２４１   ３８１ 

        合  計  1,６６７   ７２９   ９３８ 

  
  ② 未経過リース料中間期末残高相当額 

  
  ② 未経過リース料期末残高相当額 

 
 

１ 年 内        ３５８百万円 
１ 年 超        ７９６ 

 
 

 
 

１ 年 内        ３１４百万円 
１ 年 超        ６７１ 

 
 

    合 計       １，１５４ 
 

    合 計         ９８６ 

 ③  支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息  
   相当額 
   支 払 リ ー ス 料             １８４百万円 
   減価償却費相当額     １６６ 
   支払利息相当額              １８ 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息
相当額 

   支 払 リ ー ス 料             ３４９百万円 
   減価償却費相当額     ３１５ 
   支払利息相当額              ３９ 

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 
  定額法によっております。 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
同    左 

⑤ 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との 

  差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい 
  ては、利息法によっております。 

  ⑤ 利息相当額の算定方法 
同    左 
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 (有価証券関係) 

  ※当中間会計期間に係る「有価証券」（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く。）及び  

   前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」については、中間連結財務諸表における注記事項と  

   して記載しております。 

  (当中間会計期間) （平成13年2月28日現在） 

有 価 証 券 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
   (単位：百万円) 

種    類 中間貸借対照表計上額 時  価 差  額 

関 連 会 社 株 式  ５，７００ ９，８００ ４，１００ 
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